
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業
始期

事業
終期

1
③消費下支え等を通じた
生活者支援

プレミアム商品券事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響に対応するため、プレミアム付商品券を町民へ販売し、消
費の下支えを通じて生活者への支援を行うことを目的とする。
② 購入引換券郵送費、業務委託料、人件費（職員時間外勤務手当、会計年度任用職員報酬）
③ 任期の定めのない常勤職員の時間外勤務手当　384千円
　購入引換券郵送費 956千円
　プレミアム商品券販売・換金業務委託料　125,460千円
　（内訳）
　・プレミアム費(商品券)　4千円×2冊×14,000人＝112,000千円
　・商品券印刷費　175円/冊×２冊×14,000人＝4,900千円
　・ポスターチラシ印刷費　　600千円
　・追加販売ハガキ　645千円
　・通信費　100千円
　・委託先スタッフ人件費　4,003千円
　・商品券換金事務　6円/枚×14,000人×2冊×14枚＝2,352千円
　・警備費　550千円
　・保険料　60千円
　・換金振込手数料　150千円
　・事務費　100千円
④本町に住所を有する者

R7.5 R8.3

2
②エネルギー・食料品価
格等の物価高騰に伴う子
育て世帯支援

こどもごはん応援キャン
ペーン事業

①食料品価格等の物価高騰に対応するため、未就学児へ米を配布することで、家計の食費負担を軽減す
るとともに、児童の栄養を確保する。
②米代及び事務費
③需用費　米（10kg) 7,000円×未就学児750人＝5,250千円
　事務費　313千円（消耗品費30千円、時間外勤務手当200千円、役務費（通信運搬費）83千円）
④町内の未就学児750人の保護者

R7.9 R8.3

3
⑥農林水産業における物
価高騰対策支援

農業経営物価高騰対策
支援事業

①物価高騰により圧迫されている農業経営において、必要な農業用機械の整備を図ることで、効率的で持
続可能な農業経営を支援する。
②農耕に必要な農業用機械の導入に要する経費支援
③補助率を事業費の1/3とし、予算の範囲内で支援する。
④町内に住所を有し、農業経営を行う者。
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